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 防災訓練の実施の結果について、原子力災害対策特別措置法第１３条の２第１項の規定

に基づき報告します。 

原子力事業所

の名称及び場所 

志賀原子力発電所 

石川県羽咋郡志賀町赤住１番地 

防災訓練実施年月日 2024 年 11 月１日 2024 年 11 月 14 日 2025 年１月 21 日 

2024 年６月 11 日

～ 

2025 年３月 25 日 

防災訓練のため

に想定した原子

力災害の概要 

（第１部訓練） 

自然災害（地震）を

起因とし、使用済燃

料貯蔵プール水位が

低下するものの、原

子力災害対策特別措

置法第 15条に至ら

ない事象を想定 

（第２部訓練） 

自然災害（地震）を

起因とし、使用済燃

料貯蔵プール水漏え

いにより、原子力災

害対策特別措置法第

15 条に至る事象を

想定 

（第１部訓練） 

自然災害（地震）を起

因とし、使用済燃料貯

蔵プール水位が低下す

るものの、原子力災害

対策特別措置法第15条

に至らない事象を想定 

（第２部訓練） 

自然災害（地震）を起

因とし、使用済燃料貯

蔵プール水漏えいによ

り、原子力災害対策特

別措置法第15条に至る

事象を想定 

別紙３のとおり 

防災訓練の項目 緊急時演習（総合訓練） 緊急時演習（総合訓練） 緊急時演習（総合訓練） 要素訓練 

防災訓練の内容 

(1)緊急時演習 

（総合訓練） 

(2)通報訓練 

(1)緊急時演習 

（総合訓練） 

(2)通報訓練 

(1)緊急時演習 

（総合訓練） 

(2)アクシデントマネ

ジメント訓練 

(3)通報訓練 

(4)原子力災害医療訓練 

(5)緊急時環境放射線

モニタリング訓練 

(6)避難誘導訓練 

(7)その他必要と認め

る訓練 

(1)本部機能班

訓練 

(2)その他必要

と認める訓

練 

防災訓練の結果

の概要 
別紙１のとおり 別紙１のとおり 別紙２のとおり 別紙３のとおり 

今後の原子力災

害対策に向けた

改善点 

別紙１のとおり 別紙１のとおり 別紙２のとおり 別紙３のとおり 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



−1− 
 

別紙１ 

防災訓練の結果の概要［総合訓練］ 

（新規制基準未適合炉訓練） 

 

本訓練は、「志賀原子力発電所 原子力事業者防災業務計画」第２章 第７節に

基づき実施したものである。 

 

１．防災訓練の目的 

【志賀原子力発電所】 

令和６年能登半島地震を踏まえ、現状のプラント状態（１、２号機長期

停止中）において、以下に示す点を主眼に置き、訓練を実施することで、

緊急時対応能力の向上を図る。 

 (1) 大規模自然災害時に想定される最小限の体制による訓練の実施 

 (2) 令和６年能登半島地震に係るＲＣＡ※１再発防止対策に示す課題に対す

る具体的対策の実効性を検証 

    ※１：Root Cause Analysis（根本原因分析） 

 

【原子力本部・本店（富山）】 

令和６年能登半島地震を踏まえ、現状のプラント状態（１、２号機長期

停止中）における緊急時対応活動の習熟及び対応能力向上を図ることを目

的とし、以下に主眼を置いて実施する。 

(1) 大規模自然災害時に想定される最小限の体制による訓練の実施 

(2) 令和６年能登半島地震に係るＲＣＡ再発防止対策に示す課題に対する

具体的対策の実効性を検証 

 

２．防災訓練実施年月日及び対象施設 

(1) 実施年月日 

 ａ．第１部訓練 

2024年11月１日（金）13:10 ～ 16:38 

 ｂ．第２部訓練 

  2024年11月14日（木）13:10 ～ 13:50 

(2) 対象施設 

志賀原子力発電所 １、２号機  
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３．実施体制、評価体制及び参加人数  

(1) 実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 評価体制 

  訓練参加者以外から評価者を選任して評価を実施するとともに、訓練終了

後の反省会及び訓練を視察した他の原子力事業者の意見より、改善点を抽出

した。 

 (3) 参加人数 

  ａ．第１部訓練 

   ・プレーヤ：101 名 

   〈内訳〉 

 

   ・コントローラ・評価者：31 名 

   〈内訳〉 

 

 

  ｂ．第２部訓練 

   ・プレーヤ：71 名 

   〈内訳〉 

 

   ・コントローラ・評価者：19 名 

   〈内訳〉 

 

 

  

志賀原子力発電所 59 名 
原子力本部・本店 42 名 

志賀原子力発電所 15 名 
原子力本部・本店 ９名 
社外評価者    ７名 

志賀原子力発電所 50 名 
原子力本部・本店 21 名 

志賀原子力発電所 13 名 
原子力本部・本店 ６名 

志賀原子力 

発電所 

中央制御室 

⇒１号運転シ

ミュレータ

及び２号運

転シミュレ

ータと連動 

情報連携、FAX 送信 
石川支店 

情報連携、FAX 送信 
本店（富山） 

情報連絡 

東京支社 

原子力本部 
（即応センター） 

原子力規制庁 
（ＥＲＣ） 

FAX 送信 

情報連携、FAX 送信 

情報連携 

情報連携、FAX 送信 
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４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

第１部訓練では、令和６年１月１日に発生した能登半島地震対応の反省事

項を踏まえ、自然災害（地震）を起因とし、使用済燃料貯蔵プール水位が低

下するものの、原子力災害対策特別措置法（以下「原災法」という。）第15条

に至らない事象を想定した。 

  第２部訓練では、自然災害（地震）を起因とし、使用済燃料貯蔵プール水漏

えいにより、原災法第 15 条に至る事象を想定した。 

 (1) 訓練の想定 

  ａ．休日に事象発生 

  ｂ．複数号機同時発災 

    １、２号機ともに原子力技術研修センターの訓練シミュレータと連動 

 (2) プラント運転状況 

  １号機：定期検査停止中（全燃料取り出し中） 

  ２号機：定期検査停止中（全燃料取り出し中） 

 (3) 事象進展シナリオ 

  ａ．第１部訓練 

時刻 シナリオ 

（実

績） 
１号機 ２号機 

13:10 地震発生（志賀町震度２） 

13:12 津波警報発令 

13:14 地震発生（志賀町震度７）【警戒事象】 

・主変圧器噴霧消火動作 

・燃料プール冷却浄化ポンプ停止 

・使用済燃料貯蔵プールスロッ

シング 

・燃料プール冷却浄化ポンプ停止 

・使用済燃料貯蔵プールスロッ

シング 

・使用済燃料貯蔵プール水位計

指示固着 

・使用済燃料貯蔵プール水漏えい 

（ライナ破損） 

13:15  ・志賀中能登線１Ｌ停止 

13:22 大津波警報発令【警戒事象】 

14:00 ・火災報知機動作 

（屋外 第５資材倉庫） 

・主変圧器噴霧消火動作 

・スクリーン水位計指示固着 

14:03  ・主変圧器故障 

・外部電源受電切替 

 （500kV→275kV 自動切替） 

14:10 津波到達（水位：上昇約３ｍ、低下約 1.5ｍ） 

14:15 大津波警報解除 

16:38 訓練終了 
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  ｂ．第２部訓練 

 

５．防災訓練の項目 

  緊急時演習（総合訓練） 

  

時刻 シナリオ 

（実績） ２号機 

以下、第２部訓練の想定状況 

5:20 地震発生（志賀町震度７）【警戒事象】 

・使用済燃料貯蔵プール水漏えい 

（ライナ破損、プール間ゲート破損、燃料プール冷却浄化系配

管破断） 

・使用済燃料貯蔵プールへの注水手段喪失（アクセスルート陥没、

すべての水源使用不可、消防車使用不可） 

8:45 ・使用済燃料貯蔵プール水位低下継続 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失のおそれ（旧基準炉）【警戒

事象】） 

11:01 ・使用済燃料貯蔵プール水位低下継続 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失（旧基準炉） 

 【原災法第 10 条事象】） 

・発電所 防災体制（第１緊急体制）発令 

・原子力本部 防災体制（第１緊急体制）発令 

13:05 燃料プール冷却浄化系サイフォンブレイク配管切断作業着手 

13:10 第２部訓練開始 

13:16 ・使用済燃料貯蔵プール水位低下継続 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失・放射線放出（旧基準炉） 

【原災法第 15 条事象】） 

13:17 発電所 防災体制（第２緊急体制）発令 

13:18 原子力本部 防災体制（第２緊急体制）発令 

13:25 燃料プール冷却浄化系サイフォンブレイク配管切断完了 

13:50 訓練終了 
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６．防災訓練の内容 

 (1) 訓練方法 

   訓練は、プレーヤへ訓練シナリオを事前に通知しない「シナリオ非提示型」

により実施した。また、コントローラは、訓練中にプレーヤへ資料配布、電

話連絡等を行い、シナリオ進行に必要な状況付与を行った。 

  コントローラからの状況付与に加え、原子力技術研修センターの訓練シミ

ュレータと連動し、発電所本部要員が訓練シミュレータから伝送されるデー

タ（模擬ＳＰＤＳ）により事象を判断し、訓練を進行した。 

   また、発電所本部と原子力本部（原子力施設事態即応センター（以下「即

応センター」という。））等の各拠点間で、情報共有システム（プラント状況

の時系列等を入力するシステム）を使用し、情報の連携を行った。 

 (2) 訓練項目 

 ＜第１部訓練＞ 

【志賀原子力発電所】 

    ａ．緊急時演習（総合訓練） 

    ｂ．通報訓練 

   【原子力本部・本店（富山）】 

    ａ．緊急時演習（総合訓練） 

    ｂ．その他必要と認める訓練 

      ・プレス対応訓練 

 ＜第２部訓練＞ 

【志賀原子力発電所】 

    ａ．通報訓練 

   【原子力本部・本店（富山）】 

    ａ．緊急時演習（総合訓練） 
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７．防災訓練の結果及び評価 

＜第１部訓練＞ 

各訓練項目における評価 

「６．防災訓練の内容」に記載の項目に関して、結果及び評価は以下の

とおり。 

 【志賀原子力発電所】 

   (1) 緊急時演習（総合訓練） 

   [結果] 

・休日夜間での大規模自然災害時、想定される最小限の事故・故障等

対応要員（待機当番を含む連絡当番体制、参集した発電所本部要員

及び各機能班員）は、緊急時対策所にて、発電所本部の設置、プラ

ント状況の把握及び現場への作業指示等の活動を実施した。 

・発電所本部体制移行後の発電所プラント班、発電所復旧班及び発電

所緊急時即応班は、複数箇所で発生する設備故障において、発電所

本部と現場で連携を取りながら、自然災害（大津波警報）を考慮し

て対応を実施するとともに、優先順位等の検討を実施した。 

・事故・故障等対応要員は、情報共有ツール（ＴＶ会議システム、共

通状況図（以下「ＣＯＰ※２」という。）及び情報共有システム）を

活用し、文字化した情報を全社大での情報共有を実施した。 

※２：Common Operational Picture 

   [評価] 

・発電所連絡当番は、初動対応に係る手順等に基づき、警戒事態該当

判断、警戒体制を発令することができたものと評価する。 

・事故・故障等対応要員は、情報共有ツール（ＴＶ会議システム、Ｃ

ＯＰ及び情報共有システム）を活用し、文字化した情報として全社

大での情報共有ができたものと評価する。 

・一方、初動対応において、現状のプラント状況を文字化した情報と

して発信していたものの、ＣＯＰを活用した情報共有に至らなかっ

た。また、定期的なブリーフィングにおいて、各機能班での活動状

況（現場確認、現場作業状況）を正確に把握できていない状況が見

受けられたことから、これらを改善点として抽出した。 

[本報告書における記載箇所] 

８．(1) ａ．ＥＲＣへの分かりやすい説明 

   ｃ．発電所本部における現場対応状況の把握 
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  (2) 通報訓練 

   [結果] 

・発電所連絡当番は、発電所連絡当番ＡのＥＡＬ該当判断後に通報文

の作成、関係箇所へのＦＡＸ送信及び電話による着信確認を実施し

た。 

   [評価] 

・発電所連絡当番は、通報連絡に係る手順に基づき、警戒事態に該当

する事象において、発電所連絡当番ＡのＥＡＬ該当判断後、15 分

以内に通報連絡ができていることから、通報連絡に係る対応が定着

しているものと評価する。 

判断時刻 通報内容 送信時刻 所要時間 

13:15 

警戒事態該当事象連絡 

（外的な事象による原子力施設へ

の影響（地震））［１，２号］ 

13:25 10 分 

13:22 

警戒事態該当事象連絡 

（外的な事象による原子力施設へ

の影響（大津波））［１、２号］ 

13:31 9 分 

 

  【原子力本部・本店（富山）】 

   (1) 緊急時演習（総合訓練） 

    [結果] 

     ・原子力本部の要員（連絡当番、幹部当番及び参集者）は、地震の

発生を受け、原子力本部に事故・故障等対応体制を設置し、発電

所情報の収集・整理・共有、通信機器操作、ＥＲＣ等の外部への

情報提供・質問対応及びＥＲＣへの要員派遣を行い、発電所、原

子力本部及び本店（富山）が連携した活動を実施した。 

    [評価] 

     ・原子力本部及び本店（富山）の要員は、発電所情報の収集・整

理・共有、通信機器操作、ＥＲＣ等の外部への情報提供・質問対

応等の本部運営活動が初動対応手順等に基づき対応されていた。 

     ・一方、正確な情報共有に固執してしまい、即応センターのＥＲＣ

対応者は、ＥＲＣに対しＣＯＰ、備付資料等を活用した分かりや

すい説明が十分できておらず、ＥＲＣ対応ブース内ではＥＲＣ発

話者をフォローできていない場面があったことから、これらを改

善点として抽出した。 
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[本報告書における記載箇所] 

８．(1) ａ．ＥＲＣへの分かりやすい説明 

   ｂ．即応センターのＥＲＣ対応体制 

 

   (2) その他必要と認める訓練（プレス対応訓練） 

    [結果] 

     ・発電所、原子力本部及び本店（富山）の要員は、プレス文案につ

いてプレス確認会議にて、発電所周辺情報との整合、自然災害の

影響及び不確実性のある情報の有無を確認し、Ｗｅｂ記者会見を

実施した。 

     ・Ｗｅｂ記者会見の対応者は、整理された情報を落ち着いて発話

し、一般の方にも理解しやすいよう説明を行った。 

    [評価] 

     ・発電所、原子力本部及び本店（富山）の要員は、プレス文案につ

いてプレス確認会議にて必要な確認を実施し、Ｗｅｂ記者会見に

おいて機器故障等の状況のみならず、災害に対して発電所の安全

が確保されていることを適切に発信していた。また、発電所周辺

情報と齟齬のある内容や不確実性のある情報を確定的な情報とし

て発信していないことから、改善が図られているものと評価す

る。 

 

訓練目的に対する評価 

「１．防災訓練の目的」に記載の今回の訓練で主眼をおいた項目に関

して、結果及び評価は以下のとおり。 

【志賀原子力発電所】 

(1) 大規模自然災害時に想定される最小限の体制による訓練の実施 

   [結果] 

・発電所連絡当番は、各自の役割を理解した上で、初動対応に係る手

順等に基づき、通報連絡に係る対応を実施した。また、待機当番

は、幹部当番の指示に基づき、初動対応に必要な業務を実施した。 

・事故・故障等対応要員は、情報が輻輳する状況下においても事実を

正確に伝達するため、プラント状況確認シート等を用いた文字化し

た情報を共有し伝達した。 
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   [評価] 

・発電所連絡当番及び待機当番は、各自の役割を理解した上で初動対

応に係る手順等に基づき対応しており、改善が図られていると評価

する。 

・事故・故障等対応要員は、情報が輻輳する状況下においても事実を

正確に伝達するため、プラント状況確認シート等を用いた文字化し

た情報を共有し伝達できており、改善が図られていると評価する。 

・一方、初動対応において、ＣＯＰを活用した情報共有に至らなかっ

たことから改善点として抽出した。 

[本報告書における記載箇所] 

８．(1) ａ．ＥＲＣへの分かりやすい説明 

 

 (2) 令和６年能登半島地震に係るＲＣＡ再発防止対策に示す課題に対す

る具体的対策の実効性を検証 

[結果] 

ａ．火災発生の誤情報 

・事故・故障等対応要員は、対応体制に応じた情報共有ツールを用

いて文字化した情報を関係者で連携した。 

・当直長は、現場の状況を適切に把握し、社内規定に定める「火災

の定義」に照らして非火災であることを正しく判断した。 

ｂ．津波による取水槽内の水位変動情報の訂正 

・事故・故障等対応要員は、事実と推定状況を明確に区別して発話

されており、誤った情報が確定的に社内に連携されることはなか

ったこと、復旧対応状況について速やかに発電所本部へ報告し

た。 

・発電所広報班員は、プレス文案についてプレス確認会議にて必要

な確認を実施した。 

ｃ．２号機主変圧器からの絶縁油の漏えい量の訂正 

・発電所本部員は、現場派遣に対し確認事項を明確に指示してお

り、現場派遣者は必要な図面等を準備し適切に現場状況を相互で

確認した。 
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    [評価] 

ａ．火災発生の誤情報 

・事故・故障等対応要員は、対応体制に応じた情報共有ツールを用

いて文字化した情報を関係者で連携できていたものと評価する。 

・一方、正確な情報共有に固執してしまい、ＣＯＰを活用した情報

共有に至らなかったことから、改善点として抽出した。 

・当直長は、現場の状況を適切に把握し、社内規定に定める「火災

の定義」に照らして非火災であることを正しく判断しており、改

善の取組み（「火災の定義」のマニュアル化、火災時の収集すべき

事項の整理など）が有効に機能し、改善が図られているものと評

価する。 

ｂ．津波による取水槽内の水位変動情報の訂正 

・事故・故障等対応要員は、事実と推定状況を明確に区別して発話

されており、誤った情報が確定的に社内に連携されることはなか

ったこと、復旧対応状況について速やかに発電所本部へ報告でき

ており改善が図られているものと評価する。 

・発電所広報班員は、プレス文案についてプレス確認会議にて必要

な確認を実施できており改善が図られているものと評価する。 

ｃ．２号機主変圧器からの絶縁油の漏えい量の訂正 

・発電所本部員は、現場派遣に対し確認事項を明確に指示してお

り、現場派遣者は必要な図面等を準備し適切に現場状況を相互で

確認しており改善が図られているものと評価する。 

[本報告書における記載箇所] 

８．(1) ａ．ＥＲＣへの分かりやすい説明 

 

【原子力本部・本店（富山）】 

   (1) 大規模自然災害時に想定される最小限の体制による訓練の実施 

    [結果] 

・原子力部の連絡当番は、各自の役割を理解したうえで、ＥＲＣとの

ＴＶ会議接続等の必要な初動対応を実施した。 

・原子力本部及び本店（富山）の要員は、情報が輻輳する状況下にお

いても事実を正確に伝達するため、情報共有ツールを用いて文字化

した情報を共有し伝達した。 
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    [評価] 

・原子力本部及び本店（富山）の要員は、各拠点において情報共有ツ

ールを活用し、文字化した情報を共有し伝達できており、改善が図

られていると評価する。 

・一方、ＥＲＣ対応ブース内ではＥＲＣ発話者をフォローできていな

い場面があったことから、これらを改善点として抽出した。 

[本報告書における記載箇所] 

８．(1) ｂ．即応センターのＥＲＣ対応体制 

(2) 令和６年能登半島地震に係るＲＣＡ再発防止対策に示す課題に対す

る具体的対策の実効性を検証 

    [結果] 

     ・発電所、原子力本部及び本店（富山）の要員は対応体制に応じた

情報共有ツールを用いて文字化した情報を関係者で連携した。 

     ・原子力本部及び本店（富山）の要員は適時、説明資料、ＥＲＣか

らの質問及び回答のリストを情報共有ツールに登録し、必要関係

者と連携した。 

     ・発電所、原子力本部及び本店（富山）の要員は、プレス文案につ

いてプレス確認会議にて、発電所周辺情報との整合、自然災害の

影響及び不確実性のある情報の有無を確認し、Ｗｅｂ記者会見を

実施した。 

     ・発電所、原子力本部及び本店（富山）の要員は、プレス文案につ

いてプレス確認会議にて必要な確認を実施し、Ｗｅｂ記者会見に

おいて機器故障等の状況のみならず、災害に対して発電所の安全

が確保されていることを適切に発信していた。また、発電所周辺

情報と齟齬のある内容や不確実性のある情報を確定的な情報とし

て発信しなかった。 

    [評価] 

     ・発電所、原子力本部及び本店（富山）の要員は対応体制に応じた

情報共有ツールを用いて文字化した情報を関係者で連携できてお

り、正確な情報共有の改善が図られているものと評価する。 

     ・原子力本部及び本店（富山）の要員は適時、説明資料、ＥＲＣか

らの質問及び回答のリストを必要関係者と連携できており、改善

が図られているものと評価する。 
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・一方、正確な情報共有に固執してしまい、即応センターのＥＲＣ対

応者は、ＥＲＣに対しＣＯＰ、備付資料等を活用した分かりやすい

説明が十分できていない場面があったことから、これらを改善点と

して抽出した。 

[本報告書における記載箇所] 

８．(1) ａ．ＥＲＣへの分かりやすい説明 

 

 ＜第２部訓練＞ 

  【志賀原子力発電所】 

   (1) 通報訓練 

     発電所情報班は、通報連絡に係る手順に基づき、原災法第 15 条に

該当する事象において、発電所本部長のＥＡＬ該当判断後、15 分以内

に通報連絡ができていること及び発生した事象に対する応急措置の実

施内容を原災法第 25 条報告により関係箇所へ連絡できていることか

ら、通報連絡に係る対応が定着しているものと評価する。 

判断時刻 通報内容 送信時刻 所要時間 

13:17 

原災法第 15 条 

（GE31 使用済燃料貯蔵槽の冷却機

能喪失・放射線放出（旧基準炉））

［２号］ 

13:23 ６分 

 

【原子力本部・本店（富山）】 

   (1) 緊急時演習（総合訓練） 

    ＥＲＣ対応者及びＥＲＣプラント班間でテレビ会議を通じた情報連

携訓練を実施した。 

     原災法第 15 条事象に至った際に、ＥＲＣ対応者は発電所から入手し

たプラントの状況、事象進展予測等について、備付資料及びＣＯＰを活

用して、ＥＲＣプラント班へ迅速に情報共有できていることから、15 条

認定会議に係る対応が定着しているものと評価する。 
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８．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

(1) 今回の総合訓練において抽出した主な改善点 

ａ．ＥＲＣへの分かりやすい説明 

（問 題 点）ＥＲＣ対応者は、発電所の状況説明において、ＣＯＰ、備付

資料等を活用した分かりやすい説明が十分にできていない

場面があった。 

（課   題）ＥＲＣ対応者は、発電所の状況説明において、ＣＯＰ、備付

資料等を活用した適切な頻度での情報共有をする必要があ

る。 

（原   因）(a) 発電所本部の初動体制（連絡当番-待機当番体制）にお

いては、現状のプラント状況の把握に努めていたものの、

ＣＯＰを使ったプラント状況のまとまった情報を共有

がなかったため、ＥＲＣに対しても、ＣＯＰを活用した

説明が初動時にできなかった。 

(b) プラント状況に応じてＥＲＣと共有すべき情報（手順書、

ＥＲＳＳ画面、備付資料等）や説明するタイミング（事

前の見込み報告、事後の結果報告等）を社内マニュアル

に定めていたが、2024 年１月の能登半島地震の反省を

踏まえた「正確な情報（発電所から発信される文字化さ

れた情報）を伝えること」の達成に訓練事務局及びＥＲ

Ｃ対応者の意識が固執し、2024 年の訓練において、備付

資料等を活用した分かりやすい説明に係る能力向上を

十分に図ってこなかった。また、進展予測や対応戦略を

体系的に説明できる備付資料が不足していた。 

（対   策）(a) 発電所本部の初動体制において、ＣＯＰ（①ＤＥＣ管

理表、②設備状況シート）を活用し、現況の把握を目

的としたブリーフィングを実施する。（ＣＯＰを活用し

たブリーフィングを事象発生１時間目途に実施） 

  



−14− 
 

(b) 発電所からの「事象の発生報告」の情報については、今

後も文字化された「正確な情報を伝えること」を原則と

しつつ、まとまった情報発信として、「今後どうなる」

「どのように対処する」といった情報を発電所からの情

報を待たずに、「予見説明」ができるよう備付資料を拡

充するとともに、これらを用いて説明することをマニュ

アルに定め、周知・徹底する。 

2023 年度訓練課題を踏まえた対策に関しては全て評価項目

とするが、上記の「ＣＯＰを用いたプラント状況のまとまっ

た情報の共有」及び「備付資料等を活用した予見説明」の達

成可否に関しては、特に重点をおいて評価する。 

[本報告書における記載箇所] 

７．各訓練項目における評価【志賀原子力発電所】(1) 

                【原子力本部・本店（富山）】(1) 

     訓練目的に対する評価 【志賀原子力発電所】(1)、(2) 

                【原子力本部・本店（富山）】(2) 

 

ｂ．即応センターのＥＲＣ対応体制 

（問 題 点）即応センターは、初動体制においてＥＲＣ発話者をフォロ

ーできていない場面があった。 

（課   題）即応センターは、ＥＲＣ発話者を適切にフォローする体制

を構築する必要がある。 

（原   因）(a) 原子力部の連絡当番は、ＥＲＣ対応において、ＥＲＣ

発話（原子力部連絡当番Ａ）、情報収集（原子力部連絡

当番Ｂ）、質問管理・発電所とのホットライン（原子力

部連絡当番Ｃ）、情報管理（原子力部連絡当番Ｄ）に分

担し対応していたが、以下のような状況であり、ＥＲ

Ｃ発話者（原子力部連絡当番Ａ）のサポートが十分に

実施できていなかった。 

         ・原子力部連絡当番Ｂは、しばしばＥＲＣ対応ブース

を離れて情報収集を実施（幹部当番指示） 

・備付資料等の既存の技術資料の活用不足（意識不足

（８．(1)ａ．と関連）） 

・ＥＲＣの質問に対し十分な説明・回答ができていな

い場合のフォロー不足（タスク過多） 
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(b) 原子力本部の参集者（ＥＲＣ対応者）は、状況把握に時

間を要し、ＥＲＣ発話者のサポートが十分に行えなかっ

た。 

（対   策）(a)－１ 原子力部の連絡当番Ｂ～Ｄの役割を再構築すると

ともに、連絡当番Ａをよりサポートできるよう、

教育・訓練を通じて支援能力を習得し、ＥＲＣ対

応能力の向上を図る。 

(a)－２ 原子力部の連絡当番は、本店（富山）へ以下のタス

クを指示する。本店要員は、ＥＲＣ対応状況を傍聴し、

必要な技術支援を実施する。ＥＲＣ対応者を積極的に

サポートすることで、ＥＲＣ対応能力の向上を図る。 

     （技術支援の例） 

・使用済燃料貯蔵プール水温・水位の進展予測、使

用済燃料貯蔵プール水位低下時の対応戦略 

     ・主要変圧器の噴霧消火装置起動、絶縁油漏えい等

が発生した際の進展予測・対応戦略 

(b) 原子力本部の参集者が到着した後、ＥＲＣ対応の区切り

の良いタイミングで発電所のまとまった情報、役割分

担・体制等についてブリーフィングを実施し、共通認識

を図る。初動体制から本部体制への移行を適切に実施し、

ＥＲＣ対応体制の充実を図る。 

[本報告書における記載箇所] 

７．各訓練項目における評価【原子力本部・本店（富山）】(1) 

訓練目的に対する評価 【原子力本部・本店（富山）】(1) 

 

ｃ．発電所本部における現場対応状況の把握 

（問 題 点）発電所本部は、現場における対応状況を正確に把握できて

いない場面があった。 

（課   題）発電所本部は、現場における対応状況を適時正確に把握で

きている必要がある。 

（原   因）(a) 発電所連絡当番体制においては、中央制御室の当直員

および発電所待機当番が合同で現場派遣された際、情

報が錯綜しないよう現場派遣者の報告ルートを一本化

していた。その後、発電所本部機能班体制確立後、既

に現場に派遣されていた現場派遣者に対して、報告ル

ートの変更を伝えていなかった。 
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(b) 発電所本部要員と現場派遣者との間に現場報告に係る

認識の齟齬が生じ、現場対応状況に係る報告事項が速

やかに発電所本部内に共有されない事態が発生した。 

（対   策）(a) 発電所の体制が見直される都度、発電所本部および現

場派遣者に、報告ルートの周知徹底を図る。 

(b) 発電所本部は、現場に要員を派遣する都度、情報共有

ツールに現場対応状況（例.派遣場所・派遣者・指揮命

令系統・現場確認結果等）を入力・管理する。また、

技術総括は、情報共有ツールの内容を確認し、発電所

本部における定期ブリーフィングにおいて、現場対応

状況を報告する。 

[本報告書における記載箇所] 

    ７．各訓練項目における評価【志賀原子力発電所】(1) 

 

(2) 今後に向けた取り組み 

今回の訓練では、令和６年能登半島地震を踏まえ、大規模自然災害時に

想定される最小限の体制にて、同地震に係るＲＣＡ再発防止対策の実効性

を検証するシナリオに取り組んだ。 

訓練を通じて、ＲＣＡ再発防止対策の実効性が確認でき、令和６年能登

半島地震以前と比べて改善が図られたと評価する。 

一方、ＲＣＡ再発防止対策のひとつである「文字化した情報を共有」す

ることに固執したことにより、ＥＲＣとの情報共有において、これまでの

訓練ではできていた備付資料を用いた積極的な説明等（分かりやすい説

明）が疎かになっていることが確認された。また、ＥＲＣ対応において、

ＥＲＣ発話者（原子力部連絡当番Ａ）に対し、他の原子力部連絡当番、原

子力本部及び本店（富山）参集者による適切な支援が行われず、ＥＲＣへ

適時適切な情報発信ができない場面も確認された。 

以上を踏まえ、今後もＲＣＡ再発防止対策が定着するよう訓練を実施し

ていく。また、「ＥＲＣへの分かりやすい説明」及び「ＥＲＣ対応体制」に

係る対策の実効性を検証し、対策の定着を図るとともに必要に応じツー

ル・体制の拡充を検討する。 

 

以 上 
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別紙２ 

防災訓練の結果の概要［総合訓練］ 

（新規制基準未適合炉訓練） 

 

本訓練は、「志賀原子力発電所 原子力事業者防災業務計画」第２章 第７節に

基づき実施したものである。 

１．防災訓練の目的 

【志賀原子力発電所、原子力本部・本店（富山）】 

本訓練は以下に示す点に主眼を置いた訓練を実施することで、対応要員

の習熟を図ることを目的とする。 

➢令和６年能登半島地震に係るＲＣＡ※１再発防止対策の定着 

➢2024年11月1日に実施した事業者防災訓練（2023年度延期分）で抽出さ

れた課題に対する対策の有効性を検証 

    ※１：Root Cause Analysis（根本原因分析） 

＜令和６年能登半島地震に係るＲＣＡ再発防止対策＞ 

No. 課 題 対 策 

１ 火災発生の誤情報 ①情報共有ツールを用いて文字化した情報

を共有 

②火災の定義に照らして火災有無を判断 

③ＥＲＣに発信する情報を原子力部門内で

連携・共有 

２ 津波による取水槽

内の水位変動情報

の訂正 

④①に同じ 

⑤安全側の情報を含め、情報の種類を識別

（事実と推定情報の区別 等）した上で発

話 

⑥プレス確認会議にて必要な確認を行った

上で情報発信 

３ ２号機主変圧器か

らの絶縁油の漏え

い量の訂正 

⑦現場での確認事項の明確な指示、必要な

図面や資機材の準備、現場と本部での相

互確認 

⑧⑥に同じ 
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４ 共通的な要因に係

る事項 

⑨連絡当番体制の充実、新たな体制に基づ

く役割明確化 

⑩原則、勤務地への参集とし、各勤務拠点

において必要な情報を入手し対応を実施 

＜事業者防災訓練（2023 年度延期分）における課題と対策＞ 

No. 課 題 対 策 

１ ＥＲＣへの分かり

やすい説明 

①発電所本部の初動体制におけるＣＯＰ※２

の作成 

②備付資料等を活用した「予見した説明」 

２ 即応センターのＥ

ＲＣ対応体制 

③ＥＲＣ対応体制の再構築 

④富山本店によるＥＲＣ対応支援 

⑤原子力本部への参集者到着後のブリーフ

ィング実施 

３ 発電所本部におけ

る現場対応状況の

把握 

⑥発電所の体制が見直される都度、発電所

本部および現場派遣者への報告ルートの

周知徹底 

⑦情報共有ツールによる現場活動状況管理

および定期ブリーフィングによる現場活

動情報の報告 

    ※２：Common Operational Picture（共通状況図） 

 

２．防災訓練実施年月日及び対象施設 

(1) 実施年月日 

 ａ．第１部訓練 

2025年１月21日（火）13:10 ～ 16:26 

 ｂ．第２部訓練 

  2025年１月21日（火）11:00 ～ 11:45 

(2) 対象施設 

志賀原子力発電所 １、２号機 
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３．実施体制、評価体制及び参加人数  

(1) 実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 評価体制 

  訓練参加者以外から評価者を選任して評価を実施するとともに、訓練終了

後の反省会及び訓練を視察した他の原子力事業者の意見より、改善点を抽出

した。 

 (3) 参加人数 

  ａ．第１部訓練 

   ・プレーヤ：170 名 

   〈内訳〉 

 

   ・コントローラ・評価者：31 名 

   〈内訳〉 

 

 

  ｂ．第２部訓練 

   ・プレーヤ：92 名 

   〈内訳〉 

 

   ・コントローラ・評価者：19 名 

   〈内訳〉 

 

 

  

志賀原子力発電所 116 名 
原子力本部・本店 54 名 

志賀原子力発電所 18 名 
原子力本部・本店 ９名 
社外評価者    ４名 

志賀原子力発電所 59 名 
原子力本部・本店 33 名 

志賀原子力発電所 14 名 
原子力本部・本店 ５名 

志賀原子力 

発電所 

中央制御室 

⇒１号運転シ

ミュレータ

及び２号運

転シミュレ

ータと連動 

情報連携、FAX 送信 
石川支店 

情報連携、FAX 送信 
本店（富山） 

情報連絡 

東京支社 

原子力本部 
（即応センター） 

原子力規制庁 
（ＥＲＣ） 

FAX 送信 

情報連携、FAX 送信 

情報連携 

情報連携、FAX 送信 
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４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

第１部訓練では、令和６年１月１日に発生した能登半島地震対応の反省事

項を踏まえ、自然災害（地震）を起因とし、使用済燃料貯蔵プール水位が低

下するものの、原子力災害対策特別措置法（以下「原災法」という。）第15条

に至らない事象を想定した。 

  第２部訓練では、自然災害（地震）を起因とし、使用済燃料貯蔵プール水漏

えいにより、原災法第 15 条に至る事象を想定した。 

 (1) 訓練の想定 

  ａ．休日に事象発生 

  ｂ．複数号機同時発災 

    １、２号機ともに原子力技術研修センターの訓練シミュレータと連動 

 (2) プラント運転状況 

  １号機：定期検査停止中（全燃料取り出し中） 

  ２号機：定期検査停止中（全燃料取り出し中） 

 (3) 事象進展シナリオ 

  ａ．第１部訓練 

時刻 シナリオ 

(実績) １号機 ２号機 

13:10 地震発生（志賀町震度６弱）【警戒事象】 

・主変圧器、所内変圧器、起動変

圧器警報発報（地震計動作） 

・燃料プール冷却浄化ポンプ故

障（全台（２台）） 

・火災報知機動作 

（屋外 防災資機材専用倉庫） 

・志賀中能登線２Ｌトリップ 

・主変圧器、所内変圧器警報発

報（地震計動作） 

・燃料プール冷却浄化ポンプ運

転号機故障（Ａ） 

・使用済燃料貯蔵プール「ライ

ナドレン漏えい大」警報発報

（誤警報） 

13:12 津波警報発令 

14:30 地震発生（志賀町震度６強） 

・主変圧器故障（放圧装置動作、

地震計動作） 

・主変圧器噴霧消火動作 

・電動消火ポンプ、ディーゼル

消火ポンプ故障 

・使用済燃料貯蔵プールスロッ

シング 

・使用済燃料貯蔵プールスロッ

シング 

・使用済燃料貯蔵プール水漏え

い（プール間ゲート破損） 

・復水補給水ポンプ故障（全台

（３台）） 

・サプレッションプール浄化ポ

ンプ故障 

14:40 津波到達（水位：上昇約 1.5ｍ、低下約 0.5ｍ） 

15:30 津波警報解除 
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  ｂ．第２部訓練 

 

５．防災訓練の項目 

  緊急時演習（総合訓練） 

 

 

 

15:40 地震発生（志賀町震度５弱） 

 ・主変圧器故障（油漏えい） 

・外部電源受電切替 

 （500kV→275kV 自動切替） 

・志賀中能登線１Ｌトリップ 

16:26 訓練終了 

時刻 シナリオ 

(実績) ２号機 

以下、第２部訓練の想定状況 

3:25 地震発生（志賀町震度７）【警戒事象】 

・使用済燃料貯蔵プール水漏えい 

（ライナ破損、プール間ゲート破損、燃料プール冷却浄化系配

管破断） 

・使用済燃料貯蔵プールへの注水手段喪失（消防車使用不可） 

6:50 ・使用済燃料貯蔵プール水位低下継続 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失のおそれ（旧基準炉）【警戒

事象】） 

9:06 ・使用済燃料貯蔵プール水位低下継続 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失（旧基準炉） 

 【原災法第 10 条事象】） 

・発電所 防災体制（第１緊急体制）発令 

・原子力本部 防災体制（第１緊急体制）発令 

11:00 燃料プール冷却浄化系サイフォンブレイク配管切断作業着手 

11:00 第２部訓練開始 

11:11 使用済燃料貯蔵プール水位低下継続 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪失・放射線放出（旧基準炉） 

【原災法第 15 条事象】） 

11:13 発電所 防災体制（第２緊急体制）発令 

11:15 原子力本部 防災体制（第２緊急体制）発令 

11:20 燃料プール冷却浄化系サイフォンブレイク配管切断完了 

11:45 訓練終了 



−6− 
 

６．防災訓練の内容 

 (1) 訓練方法 

   訓練は、プレーヤへ訓練シナリオを事前に通知しない「シナリオ非提示型」

により実施した。また、コントローラは、訓練中にプレーヤへ資料配布、電

話連絡等を行い、シナリオ進行に必要な状況付与を行った。 

  コントローラからの状況付与に加え、原子力技術研修センターの訓練シミ

ュレータと連動し、発電所本部要員が訓練シミュレータから伝送されるデー

タ（模擬ＳＰＤＳ）により事象を判断し、訓練を進行した。 

   また、発電所本部と原子力本部（原子力施設事態即応センター（以下「即

応センター」という。））等の各拠点間で、情報共有システム（プラント状況

の時系列等を入力するシステム）を使用し、情報の連携を行った。 

 (2) 訓練項目 

 ＜第１部訓練＞ 

【志賀原子力発電所】 

a. 緊急時演習（総合訓練） 

b. アクシデントマネジメント訓練 

c. 通報訓練 

d. 原子力災害医療訓練 

e. 緊急時環境放射線モニタリング訓練 

f. 避難誘導訓練 

   【原子力本部・本店（富山）】 

a. 緊急時演習（総合訓練） 

b. その他必要と認める訓練 

・プレス対応訓練 

 

 ＜第２部訓練＞ 

【志賀原子力発電所】 

    ａ. 通報訓練 

   【原子力本部・本店（富山）】 

    ａ. 緊急時演習（総合訓練） 
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７．防災訓練の結果及び評価 

＜第１部訓練＞ 

各訓練項目における評価 

「６．防災訓練の内容」に記載の項目に関して、結果及び評価は以下の

とおり。 

 【志賀原子力発電所】 

   (1) 緊急時演習（総合訓練） 

   [結果] 

・休日夜間での大規模自然災害時、想定される最小限の事故・故障等

対応要員（待機当番を含む発電所連絡当番、参集した発電所本部要

員及び各機能班員）は、緊急時対策所にて、発電所本部の設置、プ

ラント状況の把握及び現場への作業指示等の活動を実施した。 

・発電所本部体制移行後の発電所プラント班、発電所復旧班及び発電

所緊急時即応班は、複数箇所で発生する設備故障において、発電所

本部と現場で連携を取りながら、自然災害を考慮した対応の優先順

位等の検討を実施した。 

・事故・故障等対応要員は、情報共有ツール（ＴＶ会議システム、Ｃ

ＯＰ及び情報共有システム）を活用し、文字化した情報を全社で共

有した。 

   [評価] 

・事故・故障等対応要員は、初動対応に係る手順等に基づき、警戒事

態該当判断、警戒体制発令を行うことができた。また、現状のプラ

ント状況についてＣＯＰを活用し、文字化した情報を共有できたも

のと評価する。 

・事故・故障等対応要員は、発電所本部体制移行後、プラントの状

況、各機能班での活動状況（現場確認、現場作業状況含む）等につ

いて、情報共有ツール（ＴＶ会議システム、ＣＯＰ及び情報共有シ

ステム）を活用し、文字化した情報を共有できたものと評価する。 

・発電所連絡当番と中央制御室の間でＷｅｂ会議システムを用いて情

報交換していたが、通信不良による画像乱れが発生する場面があっ

たことから改善として抽出した。 

[本報告書における記載箇所] 

８．(1) ｅ．発電所連絡当番と中央制御室の間における画像共有手

段の拡充 
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  (2) アクシデントマネジメント訓練 

   [結果] 

・発電所技術班は、発電所復旧班、発電所プラント班及び発電所緊急

時即応班と連携してプラント情報を把握するとともに、模擬ＳＰＤ

Ｓ及び訓練事務局から付与される情報に基づき、使用済燃料貯蔵プ

ールの水位低下量を分析し、事象進展予測を実施した。 

・発電所技術班は、プラント状況や可搬型設備の準備状況を踏まえた

対応戦略に係るＣＯＰを作成し、ブリーフィングにて情報共有を実

施した。 

・発電所本部長は、共有された情報をもとに対応方針の決定、実行の

指示を実施した。 

   [評価] 

・発電所技術班は、緊急時対応に係る手順に基づき、発電所復旧班、

発電所プラント班及び発電所緊急時即応班と連携してプラント情報

を把握し、使用済燃料貯蔵プールへの必要注水量の算定等を行い、

ＣＯＰにより発電所本部内に情報提示することができたことから、

事象進展予測に係る対応が定着しているものと評価する。 

・発電所技術班は、遅滞なくＣＯＰを作成し、ブリーフィングにてＣ

ＯＰを活用してプラント状況、可搬型設備の準備状況を踏まえた対

応戦略を共有できていたことから、発電所本部内での情報共有に係

る対応が定着しているものと評価する。 

・発電所本部長は、ブリーフィングで共有された情報をもとに、対応

方針の決定、実行の指示ができたことから、発電所本部内における

指揮及び意思決定に係る対応が定着しているものと評価する。 

 

  (3) 通報訓練 

   [結果] 

・発電所連絡当番は、発電所連絡当番ＡのＥＡＬ該当判断後に通報文

の作成、関係箇所へのＦＡＸ送信及び電話による着信確認を実施し

た。 
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   [評価] 

・発電所連絡当番は、通報連絡に係る手順に基づき、警戒事態に該当

する事象において、発電所連絡当番ＡのＥＡＬ該当判断後、15 分

以内に通報連絡ができていることから、通報連絡に係る対応が定着

しているものと評価する。 

判断時刻 通報内容 送信時刻 所要時間 

13:12 警戒事態該当事象連絡 

（外的な事象による原子力施設へ

の影響（地震））［１、２号］ 

13:23 11 分 

 

  (4)原子力災害医療訓練 

   [結果] 

・発電所総務班及び発電所放射線管理班は、管理区域内で発生した傷

病者に対し、安全な場所までの搬送、汚染検査、応急処置及び管理

区域からの搬出準備までの一連の対応を実施した。 

   [評価] 

・発電所総務班及び発電所放射線管理班は、管理区域内で発生した傷

病者に対して、身体汚染を伴う傷病者対応に係る手順に基づく一連

の対応ができており、原子力災害医療に係る対応が定着しているも

のと評価する。 

 

  (5)緊急時環境放射線モニタリング訓練 

   [結果] 

・発電所放射線管理班は、モニタリングカーによる空間放射線測定、

測定データの本部伝送、発電所本部での測定データの収集・記録等

の対応を実施した。 

   [評価] 

・発電所放射線管理班は、発電所内における緊急時モニタリングに係

る手順に基づき、モニタリングカーを用いた放射線測定ができてお

り、緊急時環境放射線モニタリングに係る対応が定着しているもの

と評価する。 
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  (6)避難誘導訓練 

   [結果] 

・発電所総務班は、志賀町震度５強以上の地震発生を受け、事務本館

にいた発電所員に対して、避難集合場所までの避難誘導を実施し

た。 

   [評価] 

・発電所総務班は、避難誘導に係る手順に基づき、避難者を安全な経

路で避難集合場所へ誘導し、安否確認及び発電所本部への報告まで

の一連の対応ができており避難誘導に係る対応が定着しているもの

と評価する。 

 

  【原子力本部・本店（富山）】 

   (1) 緊急時演習（総合訓練） 

    [結果] 

     ・原子力本部の要員（連絡当番、幹部当番及び参集者）は、地震の

発生を受け、原子力本部に事故・故障等対応体制を設置し、発電

所情報の収集・整理・共有、通信機器操作、ＥＲＣ等の外部への

情報提供・質問対応及びＥＲＣへの要員派遣を行い、発電所、原

子力本部及び本店（富山）が連携した活動を実施した。 

    [評価] 

     ・原子力本部及び本店（富山）の要員は、初動対応手順等に基づき

発電所情報の収集・整理・共有、通信機器操作、ＥＲＣ等の外部

への情報提供・質問対応等の対応ができており、本部運営活動に

係る対応の習熟が図られているものと評価する。 

     ・即応センターのＥＲＣ対応者は、ＥＲＣに対し一度に多くの情報

を発話するなど、ＥＲＣプラント班が正確に情報を把握しにくい

場面があったこと、ＥＲＣプラント班へ、ＣＯＰ資料が手元に届

く前に書画装置に投影しながら口頭で説明を行うことで、ＥＲＣ

プラント班に十分に戦略を伝達しにくい場面があったことから、

これらを改善点として抽出した。 

     ・ＥＲＣリエゾンは、休日に事象が発生した想定で初動として１名

で対応したが、オンサイト総括、プラント班長への補足説明およ

び質疑応答、また即応センターとの情報連携の対応を実施したも

のの、その他のＥＲＣプラント班員への積極的な補足説明および

質疑応答、事業者資料の配布対応が実施できなかったことから改

善点として抽出した。 
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     ・ＦＡＸ送信された通報文について対応者は電話による着信確認を

実施したものの、訓練事務局が伝えていた連絡先の一部に誤りが

あり、原子力規制庁への着信確認が実施されなかったことから改

善点として抽出した。 

[本報告書における記載箇所] 

８．(1) ａ．ＥＲＣプラント班への正確な情報共有 

 ｂ．ＥＲＣプラント班へのＣＯＰの事前共有 

ｃ．ＥＲＣリエゾンの対応体制 

ｄ．通報文着信確認先の誤り 

 

   (2) その他必要と認める訓練（プレス対応訓練） 

    [結果] 

     ・原子力本部及び本店（富山）の要員は、社内関係箇所と連携しな

がら発電所の発災状況に応じ、一般の方へのわかりやすさに留意

したプレス資料、ＱＡを作成した。 

     ・原子力本部及び本店（富山）の要員は、作成したプレス資料につ

いて、プレス確認会議にて発電所周辺情報との整合、自然災害の

影響及び不確実性のある情報の有無など必要な確認をした上で模

擬Ｗｅｂ記者会見を行い、模擬記者役の質疑に対応した。 

    [評価] 

     ・原子力本部及び本店（富山）の要員は、発電所の発災および応急

措置情報を入手できる体制が整備され、プレス資料の作成、社内

関係箇所との連携、Ｗｅｂ記者会見を実施できていた。 

     ・原子力本部及び本店（富山）の要員は、プレス文案についてプレ

ス確認会議にて必要な確認を実施し、Ｗｅｂ記者会見において機

器故障等の状況のみならず、災害に対して発電所の安全が確保さ

れていることを適切に発信していた。また、発信する情報に関

し、発電所周辺情報と齟齬のある内容や不確実性のある情報がな

いことを確認した上で適切に発信しており、訂正が必要となる場

面はなかった。 

     ・以上から公表に係る対応が定着しているものと評価する。 
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訓練目的に対する評価 

「１．防災訓練の目的」に記載の今回の訓練で主眼においた項目に関

して、結果及び評価は以下のとおり。 

【志賀原子力発電所、原子力本部・本店（富山）】 

(1) 令和６年能登半島地震に係るＲＣＡ再発防止対策の定着 

   [結果] 

ａ．火災発生の誤情報 

・発電所、原子力本部及び本店（富山）の要員は対応体制に応じた

情報共有ツールを用いて文字化した情報を関係者で連携した。 

・当直長は、現場の状況を適切に把握し、社内規定に定める「火災

の定義」に照らして非火災であることを正しく判断した。 

・原子力本部及び本店（富山）の要員は適時、説明資料、ＥＲＣか

らの質問及び回答のリストを情報共有ツールに登録し、必要関係

者と連携した。 

ｂ．津波による取水槽内の水位変動情報の訂正 

・発電所、原子力本部及び本店（富山）の要員は対応体制に応じた

情報共有ツールを用いて文字化した情報を関係者で連携した。 

・発電所の要員は、事実と推定状況を明確に区別して発話した。ま

た、復旧対応状況について速やかに発電所本部へ報告した。 

・発電所、原子力本部及び本店（富山）の要員はプレス文案につい

てプレス確認会議にて必要な確認を実施した。 

ｃ．２号機主変圧器からの絶縁油の漏えい量の訂正 

・発電所本部員は、現場派遣に対し確認事項を明確に指示してお

り、現場派遣者は必要な図面等を準備し適切に現場状況を相互で

確認した。 

・発電所、原子力本部及び本店（富山）の要員はプレス文案につい

てプレス確認会議にて必要な確認を実施した。 

ｄ．共通的な要因に係る事項 

・発電所及び原子力部の連絡当番は、予め定めた役割分担を基に各

人が役割を理解した上で、情報収集、社内外への情報共有等の初

動対応を実施した。 

・原子力本部及び本店（富山）の要員は自身の勤務地へ参集し、各

拠点において情報共有ツールを活用しながら適宜情報を入手し、

対応した。 
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   [評価] 

・令和６年能登半島地震に係るＲＣＡ再発防止対策について、各要員

は確実に実践し、現場対応、社内情報連携、対外的な情報発信など

を適切に実施できたことから訓練目的は達成したものと評価する。 

 

 (2)事業者防災訓練（2023 年度延期分）で抽出された課題に対する対策の

有効性検証 

[結果] 

ａ．ＥＲＣへの分かりやすい説明 

・発電所本部は、発電所本部の初動体制（連絡当番-待機当番体

制）において、ＣＯＰを 1時間以内に作成し、ブリーフィング

で共有した。この結果、初動時において、ＣＯＰを活用したＥ

ＲＣへの説明ができた。 

・ＥＲＣ対応者は、社内マニュアルに定めたＥＲＣへの分かりや

すい説明における留意点を踏まえ、拡充した備付資料等を活用

し、「今後どうなる」「どのように対処する」といった情報につ

いてＥＲＣに説明した。 

ｂ．即応センターのＥＲＣ対応体制 

・原子力部の連絡当番及びＥＲＣ対応者は、各自の役割を理解し

た上で、ＥＲＣへの情報提供・質問対応を実施した。 

・本店（富山）の要員は、情報共有ツールを通じて発電所の発災

状況、社内共有されるＥＲＣ対応の状況（動画、説明資料な

ど）を踏まえ、必要となりそうな技術情報を先んじて収集ある

いは作成しＥＲＣ対応者に技術情報を提供した。 

・参集した原子力本部のＥＲＣ対応者はブリーフィングガイドに

基づき発電所情報および参集後の役割分担・体制等についてブ

リーフィングを実施した。 

ｃ．発電所本部における現場対応状況の把握 

・発電所の体制に応じて、発電所本部は現場派遣者の状況が把握

できるよう報告ルートを周知するとともに、情報共有ツールに

登録し管理した。 

・発電所本部体制へ移行後、各機能班は現場派遣状況を情報ツー

ルに登録し、現場活動状況を発電所本部へ報告した。また、技

術総括は、ブリーフィングにおいて、現場作業状況や現場派遣

要員を情報共有ツールにて報告した。 
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    [評価] 

ａ．ＥＲＣへの分かりやすい説明 

・ＥＲＣ対応者は、発電所本部から共有されたＣＯＰ、備付資料

等を用いた「予見説明」ができており、改善は有効であった。 

ｂ．即応センターのＥＲＣ対応体制 

・各要員は各自の役割を理解した上で、説明資料、ＥＲＣ質問回

答等を関係者と連携、ＥＲＣ等の外部への情報提供・質問対応

ができており改善は有効であった。 

ｃ．発電所本部における現場対応状況の把握 

・発電所本部は、体制に応じて現場派遣者の状況を適宜共有でき

ており、改善は有効であった。 

 

 ＜第２部訓練＞ 

  【志賀原子力発電所】 

   (1) 通報訓練 

     発電所情報班は、通報連絡に係る手順に基づき、原災法第 15 条に

該当する事象において、発電所本部長のＥＡＬ該当判断後、15 分以内

に通報連絡ができていること及び発生した事象に対する応急措置の実

施内容を原災法第 25 条報告により関係箇所へ連絡できていることか

ら、通報連絡に係る対応が定着しているものと評価する。 

判断時刻 通報内容 送信時刻 所要時間 

11:13 

原災法第 15 条 

（GE31 使用済燃料貯蔵槽の冷却機

能喪失・放射線放出（旧基準炉））

［２号］ 

11:17 ４分 

 

【原子力本部・本店（富山）】 

   (1) 緊急時演習（総合訓練） 

    原災法第 15 条事象の発生に伴うＥＲＣプラント班への情報提供、15

条認定会議の対応を実施した。 

     ＥＲＣ対応者は備付資料、ＣＯＰ等を活用して、原災法第 15 条の事

象発生に係る情報を適切に説明した。また、原子力班長は 15 条認定会

議において最悪シナリオも含めた進展予測および事故収束の戦略につ

いて簡潔に説明しており原災法第15条事象発生後の対応が定着してい

るものと評価する。 
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８．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

(1) 今回の総合訓練において抽出した主な改善点 

ａ．ＥＲＣプラント班への正確な情報共有 

（問 題 点）(a) ＥＲＣ発話者はＣＯＰや備付資料を活用し積極的な説明

が行えていたが、一度に説明する情報量が多く、ＥＲＣ

プラント班が正確に情報を把握できないリスクがあっ

た。 

(b) ＥＲＣ発話者は書画装置を用いて視覚的な説明を行え

ていたが、複数のシートをまとめて説明するなど、ＥＲ

Ｃが資料を確認しながら復唱できない状況であり、ＥＲ

Ｃプラント班が正確に情報を把握できないリスクがあ

った。 

（課   題）ＥＲＣ発話者はＥＲＣプラント班が説明内容を把握しやすい

ように、受け手側に配慮した説明を行う必要がある。 

（原   因）(a) ＥＲＣ発話者は初動時の多数の情報を説明する際、情報

を区切って説明することが明確になっておらず、受け手

側に配慮した説明を行う意識が不足し、一度に複数の情

報を説明した。 

(b) ＥＲＣ発話者はＥＲＣプラント班に対し、書画装置を活

用した説明を実施したものの、復唱するまで書画装置に

よる投影を継続することが明確になっておらず、関連す

る情報の提供のために資料を切り替えた。これによりＥ

ＲＣプラント班は資料を確認しながら説明を受けた内

容を復唱できる状況になっていなかった。 

（対   策）(a) ＥＲＣプラント班への説明時、情報を区切り、「ここま

でよいか」など理解度を確認することを社内マニュアル

に反映し、関係者へ周知する。 

(b) ＥＲＣプラント班への書画装置を用いた説明時はＥＲ

Ｃプラント班が内容を理解するまで資料を投影したま

まにすることを社内マニュアルに反映し、関係者へ周知

する。 

[本報告書における記載箇所] 

７．各訓練項目における評価【原子力本部・本店（富山）】(1) 
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ｂ．ＥＲＣプラント班へのＣＯＰの事前共有 

（問 題 点）ＥＲＣ発話者はＥＲＣプラント班の手元へ資料が届く前

に、書画装置に投影しながら口頭で説明を実施した。その

結果、限られた時間において十分に戦略を伝達できないリ

スクがあった。 

（課   題）書画投影しながらの口頭説明では迅速な情報共有が困難であ

るＣＯＰについては、ＥＲＣプラント班が迅速に内容を理解

できるように、ＥＲＣプラント班の手元に資料（カラー）が

届いてから説明を実施する必要がある。また、発話する前に

資料が手元にあることの確認を行うなど受け手側とのコミ

ュニケーションを行う必要がある。 

（原   因）ＣＯＰについて、ＥＲＣプラント班へ送付するタイミン

グ、説明時に手元にあるか事前に確認するなど受け手側と

のコミュニケーションについて明確になっていなかった。 

（対   策）ＣＯＰについては、ＥＲＣリエゾンからＥＲＣプラント班

へ説明前に配布（カラー）すること、手元に資料が届いて

いるか確認するなど受け手側とコミュニケーションを行う

ことを社内マニュアルに反映し周知する。 

[本報告書における記載箇所] 

７．各訓練項目における評価【原子力本部・本店（富山）】(1) 

 

ｃ．ＥＲＣリエゾンの対応 

（問 題 点）(a) ＥＲＣリエゾンについてＥＲＣプラント班の要望、業務

の分担などを積極的に確認するといったＥＲＣプラン

ト班に対するコミュニケーションが十分ではない場面

があった。 

(b) ＥＲＣリエゾン１名対応下において、オンサイト総括、

プラント班長への補足説明および質疑応答、また即応セ

ンターとの情報連携の対応を実施したものの、その他の

ＥＲＣプラント班員への積極的な補足説明および質疑

応答、事業者資料の配布対応が実施できなかった。 

（課   題）(a) ＥＲＣリエゾンはＥＲＣプラント班と積極的なコミュニ

ケーションを図るなどＥＲＣプラント班の要望を捉え

能動的に対応する必要がある。 
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(b) ＥＲＣプラント班の円滑な業務遂行に資するため、実効

性のあるＥＲＣリエゾン対応体制を構築する必要があ

る。 

（原   因）(a) ＥＲＣプラント班へのコミュニケーションに係るノウハ

ウについて明確になっておらずＥＲＣプラント班の要

望を積極的に確認するに至らなかった。 

(b) 休日に事象が発生した想定でＥＲＣリエゾン１名を派

遣したが、１名ではオンサイト総括、プラント班長への

補足説明および質疑応答、また即応センターとの情報連

携の対応に手一杯となり、その他のＥＲＣプラント班員

への積極的な補足説明および質疑応答、事業者資料の配

布対応が実施できなかった。 

（対   策）(a) ＥＲＣリエゾンの振る舞いの一つとしてＥＲＣプラント

班に声掛けを行い、要望を聞き出すなど積極的なコミュ

ニケーションを図ることをマニュアルに反映し周知す

る。また、訓練等を通じて対応能力の向上を図る。 

(b) 休日にＡＬ事象以上の異常事象が発生した際にＥＲＣ

リエゾンを２名派遣できる体制を構築する。 

[本報告書における記載箇所] 

７．各訓練項目における評価【原子力本部・本店（富山）】(1) 

 

ｄ．通報文着信確認先の誤り 

（問 題 点）発電所からＦＡＸ送信された通報文について対応者は電話

による着信確認を実施したものの、原子力規制庁の連絡先

について訓練事務局が誤った連絡先を周知していたことか

ら原子力規制庁への着信確認が実施されなかった。 

（課   題）訓練事務局は正確な連絡先を共有する必要がある。 

（原   因）(a) 通報文の着信確認を行うためのチェックシート（通報連

絡チェックシート）について、連絡先の一部を訓練事務

局（模擬役）とした訓練用の通報連絡チェックシートを

作成しており、訓練事務局（作成者）は至近の社内訓練

において作成した訓練用の通報連絡チェックシート（原

子力規制庁役として訓練事務局の連絡先としていた）を

流用し、必要箇所を更新したが、原子力規制庁の連絡先
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について修正することを失念した。 

 

(b) 訓練事務局（取り纏め者）は、訓練に先立ち原子力規制

庁とＴＶ会議システム、ＦＡＸ、電話連絡先などについ

て事前の通信確認を行ったが、事前通信確認に係るマニ

ュアルに訓練時に使用する通報連絡チェックシートを

用いることが明確になっていなかった。なお、訓練事務

局（取り纏め者）は通信設備の接続状況を確認するとい

う意識が強く、訓練時に使用する通報連絡チェックシー

トを使用し確認するという意識に至らなかった。 

（対   策）(a) 訓練事務局（作成者）は実発災時に使用する通報連絡チ

ェックシートを修正し訓練用チェックシートを作成し

訓練事務局（取り纏め者）の確認を得ることをマニュア

ルに反映し周知する。 

(b) 訓練事務局（取り纏め者）は、訓練に先立ち実施する通

信確認等を通じて訓練参加者が使用する訓練関係資料

を使用し、ＦＡＸ送信から着信確認までの一連の対応に

誤りがないか確認することをマニュアルに反映し周知

する。 

[本報告書における記載箇所] 

７．各訓練項目における評価【原子力本部・本店（富山）】(1) 

 

ｅ．発電所連絡当番と中央制御室の間における画像共有手段の拡充 

（問 題 点）発電所連絡当番と中央制御室の間においてＷｅｂ会議シス

テムの通信不良の際の代替手段として電話を用いることに

しているが、画像共有による迅速性、正確性を考慮した代

替手段を準備していない。 

（課   題）発電所連絡当番と中央制御室の間においてＷｅｂ会議シス

テムの通信不良の際の代替手段として電話を用いることに

しているが、画像共有による迅速性、正確性を考慮した代

替手段を準備する必要がある。 

（原   因）発電所連絡当番と中央制御室の間において、Ｗｅｂ会議シ

ステムの通信不良の際の代替手段として電話を用いること

になっており、他の画像共有手段が確保されていない。 
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（対   策）Ｗｅｂ会議システムの通信不良が発生した場合は、中央制

御室のパソコンのカメラ（Ｗｅｂ会議システム用カメラ）

にて撮影した静止画を発電所連絡当番と共有できるよう代

替手段を確保する。 

[本報告書における記載箇所] 

    ７．各訓練項目における評価【志賀原子力発電所】(1) 

 

(2) 今後に向けた取り組み 

今年度は令和６年能登半島地震を踏まえ、同地震に係るＲＣＡ再発防止

対策の実効性の検証・定着、地盤隆起を想定した海水取水訓練（2024 年 11

月 1 日）に取り組んだ。 

今回の訓練を通じて、ＲＣＡ再発防止対策の定着、ＥＲＣへの分かりや

すい説明などの訓練課題への対策の実効性が確認できたことから対応能力

の習熟、改善が図られたと評価する。 

一方、ＥＲＣとの情報共有、ＥＲＣリエゾンの対応、通報文着信確認先

の誤り、発電所連絡当番と中央制御室の間における画像共有手段の拡充に

関して改善点が抽出されたことから対策の実効性を検証し、対応能力の向

上を図っていく。 

 

 

 

以 上 
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別紙３ 
 

防災訓練の結果の概要［要素訓練］ 

 

１．訓練目的 

要素訓練は、令和６年能登半島地震を踏まえた対策の検証・習熟を目的として実施している。 

 

２．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

令和６年能登半島地震と同程度の大規模地震や機器故障等を起因として、原子力災害対策特別措置法第 15 条に至らない事象を想

定した。 

 

３．訓練実績 

報告対象期間中に実施した要素訓練は以下のとおり。詳細は、添付資料参照。 

（１）本部機能班訓練    ；実施回数：５回、延べ参加人数：634 名 

（２）その他必要と認める訓練；実施回数：106 回、延べ参加人数：1,332 名 

 

４．評価内容 

・要素訓練については、訓練目的の達成状況について評価している。 

・報告対象期間中に実施した要素訓練を通し、令和６年能登半島地震を踏まえた対策の検証・習熟できていることを確認した。今後

も訓練を通じて更なる改善を図っていく。 

 

５．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

報告対象期間中に実施した要素訓練を通し、更なる改善事項を抽出した。詳細は添付資料参照。 

  



－2－ 
 

訓練実績及び今後の原子力災害対策に向けた改善点 

 

（１）本部機能班訓練 

訓練項目 内容 対象者 実施回数 参加人数 結果 今後の原子力災害対策に向けた改善点 

本部機能班訓練 令和６年能登半島

地震を踏まえた対

策の検証・習熟を目

的とした総合的な

訓練 

（少人数でのＥＲ

Ｃ対応訓練、プレス

対応訓練を含む） 

緊急時対策要員

（原子力防災要

員含む）及び本店

緊急時対策要員 

計５回 

（９月 25 日 

～３月 25 日） 

計 634 名 

（延べ人数） 

発電所 

：393 名 

本部・本店 

：241 名 

達成 【抽出した課題】 

・初動対応時にＣＯＰを発行するまで

の間に使用するプラント状況を共有

するツール（プラント状態確認シー

ト）について、正確な情報共有の観

点で項目・表現について見直す必要

がある。 

・ＥＲＣへのわかりやすい説明の観点

で備付資料を拡充する必要がある。 

【改善点】 

・プラント状態確認シートのフォーマ

ットの見直しを図った。 

・備付資料を拡充し関係者に周知し

た。 
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（２）その他必要と認める訓練 

訓練項目 内容 対象者 実施回数 参加人数 結果 
今後の原子力災害対策に向けた

改善点 

強化した宿直体

制での初動対応

訓練 

 

令和６年能登半島

地震を踏まえた対

策の検証・習熟を目

的とした初動対応

訓練のうち 

緊急時対策要員（原子

力防災要員含む）のう

ち 

計 89 回 

（６月 16 日～３

月 23 日） 

計 1,254 名 

（延べ人数） 

達成 【抽出した課題】 

・初動対応時の当番者の役割分

担、当番者の対応手順書の改

善、情報共有ツールの追加及

び改善が必要である。 

【改善点】 

・上記の課題について、訓練後

に改善を図り、その後の訓練

で検証を行っている。引き続

き訓練を通じて対策の検証・

習熟を図っていく。 

①発電所連絡当番

と発電所待機当

番との連携訓練 

発電所連絡当番者及

び発電所待機当番者 

①：79 回 

（頻度：週１回以

上実施） 

①：1,184 名 

（延べ人数） 

 

②発電所連絡当番

と当直長との連

携訓練 

発電所連絡当番者及

び各号機の当直長 

②：10 回 

（当直長あたり

１回実施） 

②：70 名 

（延べ人数） 
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訓練項目 内容 対象者 実施回数 参加人数 結果 
今後の原子力災害対策に向けた

改善点 

初動対応訓練

（原子力部連絡

当番によるＥＲ

Ｃ対応演習） 

令和６年能登半島

地震を踏まえた対

策の習熟を目的と

した原子力部連絡

当番によるＥＲＣ

（模擬）対応訓練 

原子力部連絡当番者 

 

 

計 16 回 

（６月 11 日～７

月 18 日） 

（原子力部連絡

当番者に対し１

回以上実施） 

計 64 名 

（延べ人数） 

達成 【抽出した課題】 

・ＥＲＣ対応に係る基本動作，

発話するべき情報の精査，連

絡当番間の連携等に改善が必

要である。 

【改善点】 

・訓練後に連絡当番・事務局間

で改善すべき点及びあるべき

姿を共有した。引き続き訓練

を通じて対応能力の向上を図

っていく。 

地盤隆起を想定

した海水取水訓

練 

令和６年能登半島

地震の知見を踏ま

えた通常の海水取

水ポイント以外の

他の取水ポイント

での海水取水を目

的とした実動訓練 

緊急時対策要員（原子

力防災要員含む） 

計１回 

（11 月１日） 

計 14 名 達成 【抽出した課題】 

・送水開始時（海水取水時）の

水の重さによるホース固定用

のロープの締め付けにより、

ホースが狭窄し、送水量を確

保できなくなるおそれがある 

【改善点】 

・ホースの固定方法の改善を図

った。引き続き訓練を通じて

対応能力の向上を図ってい

く。 

 


